









The structure of liability 










































































































































































































































 (1) 民法九四条二項類推適用に関して詳しくは、本研究第一章第二節参照。 
 (2) 表見代理と帰責性との関係に関して詳しくは、本研究第三章第一節参照。 
 (3) 民法四七八条の適用領域の拡大・類推適用に関して詳しくは、本研究第二章第一節
２、第二節参照。 















































































































































 (3) 安永・前掲注(2)一号三頁。 
 (4) 安永・前掲注(2)一号四頁。 
 (5) 安永・前掲注(2)二号一五三頁。 
 (6) 安永・前掲注(2)二号一六六頁。 
 (7) 安永正昭「越権代理と帰責性」奥田昌道編『林良平先生還暦記念論文集・現代私法
学の課題と展望（中）』（一九八二年、有斐閣）一頁。 
 (8) 安永・前掲注(7)五五頁。 
 (9) 安永・前掲注(7)五九頁。 
 (10) 安永正昭「民法における取引安全保護制度」法教一一二号五九頁、一一三号三四頁、
一一四号四二頁（とくに一一四号四二頁以下）。 
 (11) 安永・前掲注(10)一一四号四五頁。 
 (12) 安永・前掲注(10)一一四号四七頁。 
 (13) 多田利隆『信頼保護における帰責の理論』（一九九六年、信山社）。 
 (14) 多田・前掲注(13)二五二頁。 
 (15) 多田・前掲注(13)二五三頁。 
 (16) 多田・前掲注(13)二五四頁。 
 (17) 多田・前掲注(13)二六一頁以下。 
 (18) 多田・前掲注(13)二六七頁。 
 (19) 多田・前掲注(13)二七四頁。 
 (20) 多田・前掲注(13)二七一頁。 
 (21) 多田・前掲注(13)二八四頁以下。 
 (22) 多田・前掲注(13)二五九頁。 
 (23) 多田・前掲注(13)三一九頁。 
 (24) 多田・前掲注(13)三二一頁。 
 (25) 多田・前掲注(13)三二三頁。 
 
 




































































































































































































































































































































































































































































































































   また、地上権設定者が土地を使用し続けることを約している場合は、そもそも地上
権の本質たる土地の使用権を初めから排除しているので、契約不成立と考えれば足り
る。 

















































 (31) 譲渡の条件にとどめざるをえないと思われることにつき、前掲注(8)参照。 
 (32) ⑬の判決では、不動産の譲渡人甲からの第二譲受人丁が、第一譲受人乙に対して登
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項が問題となった事例である。 


























































































































































































 (47) ⑰はかような事例である。 




































   なお、東京控判昭和一五年一一月二〇日新聞四六九二号六頁も、実際より多額の債
権証書に関し、超過部分について虚偽表示であるとしている。しかし本件は、債権者
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 (67) 前掲注(66)の川島、幾代、稲本・前掲注(4)、米倉『譲渡担保』参照。 
 (68) 米倉・前掲注(66)『譲渡担保』六三頁では、譲渡担保につき「真意をこのように表
示するという表示（表記）方法についての合意が存し、」とされている。 
 (69) 四宮・前掲注(66)六九頁。 
 (70) 最判昭和四二年一一月一六日民集二一巻九号二四三〇頁（債権者に清算義務がある




































 (76) 原審は、東京控判明治四五年三月一四日新聞七八五号二一頁。 
 (77) 四宮・前掲注(66)二九、三一頁、稲本・前掲注(6)一六〇頁。 






























































 (82) 最判昭和四七年一二月八日金法六七二号四九頁。 
 (83) 最判昭和三四年七月一四日民集一三巻七号九七八頁。 





















































































































   Perrot-Wiederkehr, Juris-classeur civil, art. 1321, n°l et s.; Mazeaud, leçons de 
Droit Civil, t.II, n°807 et s.; Rieg,《le role de la volonté dans l’acte juridique en droit 
civil français et allemand》, n°488 et s.; Planiol-Ripert-Esmein, Traité pratique de 
Droit civil français, t. VI, n°333 et s.; Carbonnier, Droit Civil, t. VI, n°39 et s.; 
Weil-Terré, droit civil, les obligations, n°565 et s.; Demogue, Traité des obligations 
en général, t. I, n°159 et s.; Aubry et Rau, Cour de Droit civil français, t.XII, §756 et 
s.; Colin et Capitant, Traité de droit civil, t. II, n°799 et s.: Demolombe, Cour de 
Code Napoléon, 1.3,t.3, n°303 et s.; Dagot,《la simulaton en droit privé》. 
 (87) V. par. ex. Juris-classeur civil, art. 1321, n°5. 
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 (88) 秘密行為（acte secret）とは、その行為をなすについての合意が秘密である（秘密
の合意）ことから、隠されたままになっている行為を指すものとして扱う。 
 (89) ①法による擬制の例として、住所の選定（élection du domicile）がある。②詐欺（dol）
と fraude とは区別されるべき概念であると思われる。後述１─４の場合参照。③心裡
留保に関する規定はフランス法にはない。したがって一般原則により、合意は存在し












合も虚偽表示ではない。V. Dagot, op. cit. n°9 et s., n°33;Demolombe, op. cit. n°307 et 
s,; Demogue, op. cit. n°159. 
 (90) Juris-classeur civil, art. 1321, n°19 et s., n°30 et s.; Carbonnier, op. cit. 
n°39;Rieg, op. cit, n°499 et s. 
 (91) Rieg, op. cit, n°508. 








せず、主たる訴えの準備手続にすぎないとする立場（Planiol, Traité élémentaire de 
Droit Civil, t.II, n°1201 ） 、 不 存 在 確 認 の 訴 え
（Planiol-Ripert-Esmein-Radounat-Gabolde, Traité pratique du Droit civil français, 
t. VII, n°975）または無効の訴え（Ripert-Roblot, Traité élémentaire de Droit 
commercial, t. I, n°625）であるとする立場、および真実の回復を目的とする訴えであ
るとする立場（多数説。V. par ex. Juris-classeur civil, art. 1321, n°91 et s; Dagot, op. 
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cit. n°275 et s.）がある（以上の記述について、V. Juris-classeur civil, art. 1321, n°91 














生ずることなし」（Res inter alios acta, alliis neque nocere neque prodesse potest.）
という法格言がある。これからすると、一三二一条は余分な規定であるかにみえる。
しかし、一三二一条にいう第三者は、一一六五条では第三者ではない者なのである
（Rieg, op. cit. n°500 et 501.）。 
 (94) ただし、学説には論者によりかなり差異がある。ここでは主に次の文献を参照した。
Dagot, op. cit. n°71 et s.; Rieg, op. cit. n°489; Carbonnier, op. cit. n°39. 
 (95) Dagot は（一）（二）の場合を行為の全体を仮装する場合として simulation absolue
と呼ぶ（Dagot, op. cit. n°71.）。しかし Rieg と Demogue は（一）の場合のみをそう呼
ぶ（Rieg, op. cit. n°489; Demogue, op. cit. n°159.）。 
 (96) 以下の場合の具体的な検討は、１─４において行う。 
 (97) １─４二参照。 
 (98) １─４一注(104)参照。 
 (99) １─４四参照。 







の判例の検討に必要な限りで触れることとし、虚偽表示確認の訴え（action en déclaration 
















 一 不法な目的を達成するためになされた行為に関する事例 
 判例に現れたものとしては、不倫な関係にある者に対する贈与を他の契約の形式を借り
て行った事例がある（①②③）。 


















 ③ Civ. 6. 3. 1962, Bull. 1962. I. n°138. p.123. 






























































26. 4. 1893, S.1893. I. 413; Civ. 3. 11. 1896, D. 1897. I. 584; Req, 9. 7. 1934, DH. 1934. 
442; Civ. 17. 12. 1959, S.1960. I. 177. 例外的に、一三二一条を適用しながら、外形行
為として不充分であっても有効としたものして、Civ. 3. 12. 1912, S.1914. I. 388, D. 
1913. I. 175 がある）。これに対し、次の判決は虚偽表示の問題として扱わず、契約の
有効性を認めた。 
   （ⅰ） Civ. 16. 7. 1959, D. 1960. 185. 







   （ⅱ） Soc. 13. 10. 1955, D. 1956. 22. 
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   このような判例の傾向には、学説も賛成しているようである（Mazeaud, Leçons de 
Droit civil, t.IV, n°1485; Dagot, op. cit. n°51 et 52.）。その理由は、当事者はいかなる
ことも隠そうとしていない、欺瞞的な外観を作出していないということである。 




   このように、当事者の意図するところと外形行為が一致していると認定される場合
には、一三二一条を問題とする余地はない。 





 二 債権者の追及を免れるためになされた譲渡行為に関する事例 
 判例に現れた事例として次のものがある（④⑤）。 
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自体を侵害する fraude であるがゆえに無効であるとしている。 
































fraude でなければならない。逆にいえば fraude であると判断されることにより虚偽表示と
され無効とされる(113)(114)。このことは次のような疑問を生じさせる。虚偽表示確認の訴
えの行使による無効という方法がここでとられているのは、詐害行為取消権が行使しえな





















 (107) par. ex. Req. 27. 11. 1844,D. 1845. I. 39, S.1845. I.284; Civ. 17. 11. 1890, D.1891. 
I. 25, S. 1894. I. 399; Civ.27. 12. 1926, S.1927. I. 111; Req. 7. 5. 1929, S.1929. I. 258; 
Req. 22. 1. 1930, S.1930. I. 215; Dijon 24. 6. 1885, D. 1886. II. 226. V. Dagot, op. cit. 
n°282. 
 (108) たとえば、Dijon 24. 6. 1885, prc.がこのことを明確に述べているとされている







（Dagot, op. cit, n°281.）。そのような状況の下では、債権者が債務者のなした行為を
fraude であると主張することは、すべて詐害行為取消権の行使に他ならないとされよ
う。しかし、現在ではこの混同は否定されている（Dagot, op. cit. n°56 et s., n°281; 
Demogue, op. cit. n°162; Juris-classeur civil, art. 1321, n°92.）。なお、虚偽表示と詐
害行為の混同を否定することが、即座に後述の虚偽表示確認の訴えが固有の対象を持
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っていることを認めることにはつながらない。混同を否定しつつも、この訴えが本訴
の準備手続にすぎないとする立場もある（Planiol, Traité élémentaire de Droit civil, t. 
II, 7 éd., n°1201 bite 1.）。この問題は１─５で検討する。 
 (110) Dagot, op. cit. n°275 et 282; Juris-classeur civil, art. 1321, n°93 et 94.松坂・前掲
注(106)一一一頁。虚偽表示確認の訴えについては、前掲注(92)および１─５参照。 
 (111) １─２二参照。 
 (112) Juris-classeur civil, art. 1321, n°23 において、⑤の判決がとりあげられている。そ
して⑤の場合は、行為の全体が fraude の意思により動機づけられている場合であり、
無効であることが確実な場合であるとされている。 
 (113) この意味では、ここでいう虚偽表示とは、当該行為が fraude であると判断された
結果その行為に名づけられる名称にすぎないようにも思われる。 
 (114) Dagot は、fraude とは虚偽表示の場合の虚偽であること（fictivité）の証明の一要





12. 1859, S.1860. I. 624; Req. 17. 7. 1906, S.1908. I. 167; Civ. 11. 4. 1927, DP. 1929. I. 
25; Req. 1. 6. 1932, DP. 1932. I. 169; Req. 11. 12. 1934, S.1935. I. 63; Trib. civ. de 
Quimperl 3. 2. 1938, DP. 1938. II.107.）。これらの判決の中でも fraude という言葉が
用いられている。ここではそれは、外形行為が虚偽であることを証明する一要因とし
て働いているのである。しかし、同じような事例であっても、fraude であることを理
由に減殺にとどまらず無効とされた場合もある（Civ. 3. 11. 1896, D. 1897. I. 584; Req. 











 (115) fraude であるかが問題とはならないような場合でも、たとえばある行為をなすこと
を依頼し被依頼人名義で第三者と契約を結ぶことを認めていた場合（後述六（イ）参
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照）に、第三者が依頼者に対し請求をなす場合には、第三者は虚偽表示確認の訴えを
提起することができるとされている（Dagot, op. cit. n°289.）。 
 























の無効を主張して農事賃貸借調停裁判所（tribunal paritaire de baux ruraux）に提訴した。
同裁判所は、この交換は売買と同一に取扱わなければならないものであるとし、交換の無
効およびＪがＨに代わって農地を取得することを判示した。しかし破毀院社会部は、農地




































 (116) １─２三（ロ）。 
 (117) Hubrecht, Juris-classeur civil, art. 1708 à 1762, n°57et s.; Mazeaud, op. cit. t. III
（vol.2）, n°1088. 
 (118) 一七四三条の適用を拡大する傾向について述べておこう。以下の記述は、




されない（Soc. 10. 1. 1963, Bull. 1963. n°47. p.38; Planiol-Ripert-Esmein, Traité 
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いるようである（Civ. 12. 3. 1969, Revue des loyers 1969. p.281.ただし、原文を入手
することができなかったので、Mazeaud. op. cit. n°1088 による）。 









 (120) 前述二参照。 
 (121) Dagot は、前掲注(114)のように、ここでも、fraude とされることにより交換で売




（Soc. 3. 1. 1952, D.1952. 433. ─贈与に関する事案。Ch. reunies 3. 7. 1957, D. 1958. 
185.─―交換に関する事案）。 
 (122) Soc. 19. 2. 1953, D. 1953. Somm. 52. 
 (123) 前述（ⅰ）参照。 
 (124) Soc. 5. 10. 1956, Bull. 1956. IV. n°716. p.534. 
 (125) 前述二。 
 
 四 課税回避または税の軽減をはかるためになされた行為に関する事例 
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 税の軽減をはかるため、契約において実際に合意された価格を隠匿する行為については、


























































により一八四〇条となった（V. Juris-classeur civil, art. 1321, n°31; Dagot, op. cit. 
n°189; Mazeaud, op. cit. t. II n°816; Weill-Terré, op. cit. n°571.）。 
 (129) Civ. 10. 7. 1929, DH. 1929. 442. 
 (130) Juris-classeur civil art. 1321, n°47. 
 (131) Juris-classeur civil, art. 1321, n°48 et s; Weill-Terré, op. cit. n°571. 
 (132) Dagot, op. cit. n°112. 
 (133) Dagot, op. cit. n°189. 
 (134) Juris-classeur civil, art. 1321, n°56; Mazeaud, op. cit. n°816; Dagot, op. cit. 
n°166 et n°191; Req. 19. 4. 1937, DH. 1937. 284; Civ. 28. 6. 1956, D. 1956. 19. 
 (135) Juris-classeur civil, art. 1321, n°56. 
 (136) この場合を広く認めることに対しては、譲受人が反対証書の無効を主張しなくなり、
結果的に税法の規定の効力が弱められることになるという批判がある（Dagot, op. cit. 
n°166.）。 
 (137) Weill-Terré, op. cit. n°591; Mazeaud, op. cit. n°816: Dagot, op. cit. n°189. 次の判
決はこれに反対する。Req. 29. 4. 1941, DC. 1943. 74, DA. 1941. 309（すでに支払って
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いるときは、返還請求権を放棄したものであるとする）; Civ. 4. 8. 1952, J.C.P. 1952. IV. 
p.158（譲受人からの転得者は反対証書の無効を主張しえないとしたもの）しかしこれ
らの判決は、反対証書の無効が絶対無効であることを考慮していないとして批判され
ている（Dagot, op. cit. n°190.）。 
   なお、増額分をすでに支払った不動産の買主は、売主が外形行為での価格を基礎と
して、一二分の七を越える損害を被ったと主張し売買の取消しを請求した場合（民法
一六七四条による）には、増額分を支払っているのだから損害はないと主張すること
はできない（Req. 10. 12. 1930, DH. 1931. 17; Weill-Terré, op. cit. n°571; Dagot, op. 
cit. n°193.）。 
 (138) Dagot, op. cit. n°192; Juris-classeur civil, art. 1321, n°33. 
 (139) Juris-classeur civil, art. 1321, n°57; Weill-Terré, op. cit. n°571; Mazeaud, op. cit. 
n°816. 
 (140) V. Dagot, op. cit. n°107. 
 (141) V. Dagot, op. cit. n°110. 
 (142) V. Dagot, op. cit. n°109. 一九六五年一二月三日のデクレ以前は一七九五条で規定
していた。新法における条文を確認することができなかった。 
   なお、贈与を売買の形で仮装したような場合に、事実認定の問題として、意図する
ところと外形は一致している（間接贈与）とされることがある。前掲注(104)参照。 
 




















































 (143) １─２五。 
 (144) もちろん、先に登記していることを主張して対抗問題としての争いが生じうること
は考えられる。しかし、不動産の保全が目的とされている場合には、いわば事前に、




 (145) １─２五（ⅱ）。 
 (146) フランスでも、信託行為という概念は一般に認められている（Demogue, op. cit. 
n°159.）が、具体的な場合として念頭に置かれているのはこの場合のみのようである（V. 
Dagot, op. cit. n°33.）。 
 

















は両者を区別し、その基準として、interposition de personne は、契約の相手方も自己と
契約する者が実際には他の者の名義人であることを知っている場合であり、prête-nom は、
そのことを知らない場合であるとしている(151)。しかしこのように区別した後、いかなる




















至っている(156)。とくに Mazeaud は、prête-nom の合意は interposition de personne に
よる虚偽表示の一場合であると述べ、虚偽表示の当事者は名義を借りた者（本人）と名義
人であり、契約の相手方は第三者であると考えていることを明確に述べている(157)。もと








 判例においても interposition de personne と prête-nom とは概念上は区別されているよ
うであるが(160)、最近の判決には両者とも虚偽表示であるとしているものがある（⑧）。 
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 （ｂ）株式の申込みにあたり、被依頼人名義で株式を取得した事例（前述⑩および⑪）。 
 ⑪ Colmar 3. 4. 1957, D. 1957. 625. 
 （ｃ）債権取立てのために被依頼人に債権を譲渡した事例（⑫⑬⑭⑮）。 






 ⑬ Civ. 21. 6. 1897, S. 1899. I. 308. 
 債務者が、名義人に対してなした支払いを無効であると主張したが、それを否定した事
例である。 
 ⑭ Douai 21. 12. 1853, D. 1854. II. 164. 






は prête-nom すなわち虚偽表示の一場合であるととらえられていることである。 






































 (147) １─２六。 
 (148) Mazeaud, op. cit. t. III. n°1430. 
 (149) １─３。 
 (150) Planiol-Ripert-Esmein, op. cit. n°333 note(2). 
 (151) Planiol-Ripert-Esmein, op. cit. n°333 note(2); Colin-Capitant-Julliot de la 
Morandière, op. cit. n°801; Rieg, op. cit. n°489; Juis-classeur civil, art. 1321, n°2; 
Bredin《Remarques sur la conception jurisprudentielle des actes simulés》, R.T.D.C. 
1956, n°13 et 14. 
    なお、名義人がなす行為が有償行為か無償行為かで区別し、有償行為の場合が
prête-nom であるとする立場もある（Trasbot, Encyct. Dalloz de Droit Civil
《interposition de personne》, n°2.）が、受け入れられていない。 
 (152) Rieg, op. cit. n°489; Bredin, op. cit. n°13 et 14. 
 (153) Planiol-Ripert-Esmien, op. cit. n°333 note(2). 
 (154) Dagot, op. cit. n°117. Dagot自身は、合意を必要としないとの立場から、両者を区
別する実益はないという。 
 (155) Juris-classeur civil, art. 1321, n°2 では、名義人と契約した者は、interposition de 
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personne では虚偽表示の当事者であるが、prête-nom ではそうではないとされている。 
 (156) Mazeaud, op. cit. t. II. n°807, t. III. n°1430; Carbonnier, op. cit. n°39; Weill-Terré, 




 (157) Mazeaud, op. cit. t. III. n°1430. 
 (158) 単なる委任なのか特殊な委任なのかにつき判例が分かれているが、それについて 
後述（ⅱ）参照。 
 (159) V. Mazeaud, op. cit. n°1430. 
 (160) V. Juris-classeur civil, art. 1321, n°2. 
 (161) Juris-classeur civil, art. 1321, n°2.なお、当事者間の目的が不明であるため本文で
は取り上げないが、名義人が抵当権を設定した場合の抵当権者を一三二一条の第三者
としているものに次の判決がある。Req. 20. 7. 1910, DP. 1910. I. 392, S.1915. I. 174; 
Req. 1. 5. 1939, DH. 1939. 371, DC. 1941. 123. 
 (162) Dagot. op. cit. n°119. 
 (163) １─２六（ⅱ）。 
 (164) Mazeaud が、第三者は真実の状態を知っていても名義人を契約の相手方とするこ
とができるとし、その理由として、名義人は名義人となることに同意し、その実行を
保証しているからであるとするのは（Mazeaud, op. cit. n°1430.）、名義人が目的に従
った行為をなした場合についてのことではなかろうか。 












 (167) １─２六（ⅲ）。 
 (168) fraude の意味については、前述二参照。 
 (169) Dagot, op. cit. n°180.前述⑫の判決参照。 
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 (170) Décret du 19 décembre 1945 pour I’application du statut du Notariat. V. Dagot, 
op. cit. n°187. 
 (171) Dagot, op. cit. n°196. その他、一部無能力者（私生児─九〇八条、未成年者─九〇
四条）が九一一条の適用を受けるかについては、判例はこれを肯定する（Bordeaux 12. 
6. 1876, S.1877. II. 12.反対、Dagot, op. cit. n°198.）。 
 (172) Dagot, op. cit. n°197. 
 (173) Dagot, op. cit. n°202. 
 (174) そもそも贈与を隠す必要がないのに隠すのは、遺留分を侵害するためと推定される。
また、隠すことには税法上の利益もない（夫婦間では、一般に贈与を隠す行為にかか
る税のほうが高額である）。Dagot, op. cit. n°207. 
 (175) 減殺にとどまるとすると、一〇九九条一項（遺留分を侵害する範囲での間接的な財
産譲渡を禁じている）と二項の差がなくなる。 
 (176) Civ. 3. 2. 1960, Bull. 1960. I. n°77. p.64; Dagot, op. cit. n°207. 
 (177) １─２六。 
 (178) 不動産の場合には、前述五の不動産保全の目的の場合に述べたように、わが国との
登記制度の違いから、問題とされる場合があまりないのではないかと推測される。 
   債権の設定の場合については、当事者の意図が信用を付けさせることではない事例
は判例上みられる。Req. 25. 7. 1876, DP. 1878. I. 123; Req. 3. 12. 1878, DP. 1879. I. 
271.─当事者の意図は贈与である事例。判旨は虚偽表示の理論に従うとしているが、最
近では判例上も虚偽表示とされず間接贈与とされていることに注意しなければならな




 (179) Juris-classeur civil, art. 1321, n°64; Dagot, op. cit. n°150. 
























































 ⑳ Civ. 13. 7. 1891, S.1891. I. 571. 
 すでに抵当権を設定している不動産を目的物として抵当権者との間でさらに買戻権付売
買をなした事例。破毀院民事部は二〇八八条の適用がないといっている。 




 ㉒ Civ. 5. 2. 1958, Bull. 1958. I. n°78. p.63. 
 抵当権者に対し抵当不動産を買戻権付で売却した事例。質権の設定を仮装したものとは
認められないとしている。 




 ㉔ Civ. 17. 11. 1959, D. 1960. Somm. 37. 
 （事案不明）質権の設定と同時に締結されたものでなければ、二〇七八条が禁ずる流質
契約ではないとしている。 



























 (184) V. par. ex. Limoges 18. 6. 1888, préc.（⑯）; Grenoble 13. 11. 1891, préc.（⑱）; Civ. 
8. 6. 1955, Bull. 1955. I. n°239. p.205（㉑）; Civ. 26. 12. 1961, D. 1962. 381（㉕）. 
 (185) V. par. ex. Limoges 18. 6. 1888, préc.; Grenoble 13. 11. 1891, préc.; Dagot, op. cit. 
n°96. 
 (186) V. par. ex. Com. 24. 10. 1956, préc. （⑰）. 
 (187) Dagot, op. cit. n°96; Planiol-Ripert-Becqué, Traité pratique de Droit civil 
français, t. XII, n°122 et 298; Voirin. note au D. 1962. 381. 
   なお、この契約は担保という間接的な目的を持つ実際に意図された行為であるとし
て、いわば担保権的構成をとり、質権設定契約を仮装するものととらえることに反対
する見解もあるようである（Ligeropoulo, 《le problém de la fraude à la loi》, Thèse 
Aix, 1928, n°88; J. Rousseau, 《essai sur la notion juridique de simulation》, Thèse 
Paris, 1936, n°55 et s.ただしこれらについては入手、参照することができなかったの





金を支払う）場合がある。この場合に判例は売買を認定している（Req. 19. 3. 1935, 




 (190) １─２七参照。 
 
 八 融通手形に関する事例 






 フランスでは、融通手形（effet de complaisance）は良い融通手形（bon effet de 


























 (191) １─２八。 
 (192) Roblot, Les effets de commerce, n°618; Dagot, op. cit. n°98; Lescot et Roblot, Les 
effets de commerce, t. II, n°960; Ripert-Roblot, Traité élémentaire de Droit 
commercial, t. II, 6 éd., n°2246. 
 (193) 隠れた保証とは、手形に信用を付けさせる目的ではあるが、手形保証（手形法三〇




 (194) Roblot, op. cit. n°622; Dagot, op. cit. n°98; Req. 12. 3. 1928, S.1928. I. 361. 





 (195) Roblot, op. cit. n°618; Lescot et Roblot, op. cit. n°958; Dagot, op. cit. n°98. 
 (196) ①振出人が支払人のもとに手形資金（provision）を有していないことを理由とす
るものとして、Ripert-Roblot, op. cit. n°2248.しかしこれは、約束手形の場合を念頭に
置いていないこと、および資金があることは為替手形の有効要件でないことを理由に
批判されている（Roblot, op. cit. n°621; Dagot, op. cit. n°162.）。②原因（cause）の欠
缺を理由とするものとして、par. ex. Req. 8. 2. 1892, S. 1892. I. 197; Req. 21. 3. 1910, 
D. 1912. I. 281.③虚偽の原因（cause fausseté）を理由とするものとして par. ex. 
Montpellier 26. 1. 1927, DP. 1928. II. 163.④民法六条、一一三一条（公序良俗、不法
の原因）を理由とするものとして、par. ex. Roblot, op. cit. n°621; Paris 16. 11. 1888, D. 
1889. II. 253; Paris 9. 8. 1904, S.1905. II. 144. 
 (197) Dagot, op. cit. n°162.なお Roblot は前掲注(196)の④の見解をとりながら、善意の
第三者保護については、手形が形式的要件を備えていることを理由にこれを肯定する
（Roblot, op. cit. n°625.）。しかし Dagotは、そうするくらいならば後述のように虚偽
表示と考えるべきだと批判する（Dagot, op. cit. n°162.）。 
   なお、前掲注(196)で掲げた判決が悪い融通手形を無効とした実際上の理由は、悪意
の第三者を排除するためであったと考えられる（V. Dagot, op. cit. n°162.）。 
   また、無効としながら、第三者に対しては不法行為を理由として保護を与えた判決
もある（Nancy 25. 2. 1890, D. 1890. II. 347; Toulouse 1. 12. 1898, D. 1899. II. 379.）。
しかしこれに対しては、過失を要件としなければならないことは、手形のもつ資格授
与的効力を失わしめるものであるとの批判がある（Dagot, op. cit. n°162.）。 
   悪い融通手形を完全に有効なものと考えることに対しては、逆に、悪意の第三者ま
で保護されてしまうことおよび、手形金を支払った融通者は、被融通者が金銭的に裕
福になったときには支払った金額の支払いを請求できるということを認めることがで
きなくなることを理由に反対がなされている（Roblot, op. cit. n°620.）。 
 (198) Roblot, op. cit. n°621; Dagot, op. cit. n°162; Lescot et Roblot, op. cit. n°970. 
 (199) Dagot, op. cit. n°162.なお、Roblot の立場でも、効果の点からすると、虚偽表示と
構成するのと異ならないように思われる（V. Roblot, op. cit. n°625 et s.）。 
 (200) Dagot は、これらの判決が悪い融通手形を虚偽表示と構成したものであると解して
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 (201) １─３。 













































 (203) １─３参照。 
 (204) Juris-classeur civill, art. 1321, n°91 et s.; Dagot, op. cit. n°273 et s.多くの教科書
がこの訴につき言及するが、とくにここで掲げたものに詳しいのでこれらのみを引用
する。 
 (205) Dagot, op. cit. n°274. 
 
 二 虚偽表示確認の訴えの性格 




























 （ハ） 不存在確認の訴え(213)（action en déclaration d’inexistence）または無効の訴
































































る効果は、外形の消滅（anéantissement de l’apparence）と真実の回復（rétablissement de 




























































 (206) 後述（ホ）参照。 
 (207) Planiol, Traité élémentaire de Droit Civil, II, 7 éd., n°1201 note 1.訴えを提起す
る者は、本訴から区別される訴えを提起するのではないから、これに action という名
称を付すことは適当でない、という。 





   なお、フランスの保全訴訟に関する文献として、小山昇「フランス法における référé」
吉川還暦記念論文集『保全処分の体系上巻』（一九六五年、法律文化社）一二五頁があ
るが、この訴えについての記述はない。 






ろによった（Dagot, op. cit. n°276.）。 
 (212) Dagot, op. cit. n°276. 
 (213) Planiol et Ripert-Esmein et Radouant et Gabolde, Traité pratique de Droit civil 
français, t. VII, n°975; Pic, 《De la simulation dans les actes de socité》, DH. 1935 
chronique, p.37; Req. 13. 3. 1899, S.1900. I. 72: Civ. 11. 4. 1927, DP. 1929. I. 25. 
 (214) Ripert-Roblot, Traité élémentaire de Droit commercial, t.l, 8 éd., n°723; Req. 6. 6. 
1887, D. 1887. I. 327, S.1887. I. 367; Req. 23. 7. 1888, S. 1889. I. 243; Civ. 25. 2. 
1895. D. 1895. I. 369. 
 (215) Dagot, op. cit. n°277. 
 (216) 多数説からのこのような批判にもかかわらず、fiction の場合においてさえも虚偽表
示確認の訴えの独自性を考えることには疑問が生ずることにつき、後述（三）参照。 
 (217) 無効の概念以外に不存在の概念につき語ることは無用の混乱を生じさせるだけで
あるとの批判もある（Marty et Raynaud, Droit civil, t. I, n°161.）。 
 (218) その他の批判として、無効および不存在の概念は法律行為に関してのみ考えること
ができるのに対し、虚偽表示は法律行為以外のものについても考えられる（たとえば、
住所を偽ること）というものがある（Dagot, op. cit. n°277.）。ここでは法律行為を対
象としているため本文で取り上げなかった。 
 (219) Req. 9. 11. 1891, D. 1892. I. 151, §1894. I. 70; Van Ryn, Principes de Droit 
commercial, t. I, n°321.（後者については原本を参照することができなかったので、
Dagot, op. cit. n°278 によった。） 
 (220) Weil et Terré, droit civil, les obligations, n°880; Dagot, op. it. n°278. 
 (221) Dagot, op. cit. n°278. 
  (222) Juris-classeur civil, art. 1321, n°91; Dagot, op. cit. n°278; Planiol-Ripert-Esmein, 
Traité pratique de Droit civil français, t. VI, n°344; Mazeaud, leçons de Droit Civil, t. 
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II, n°827; Demogne, Traité des obligations en général, t. I, n°162; Carbonnier, Droit 
Civil, t. VI, n°39. 
 (223) Juris-classeur civil, art. 1321, n°93; Dagot, op. cit. n°286 et s. 







は非道徳的な行為が実現されてしまうことになる。Dagot, op. cit. n°288. 
 (224) Planiol-Ripert-Esmein, op. cit. n°344; Dagot, op. cit. n°300.このようにいうのは、
通常はこの訴えに続いて本訴が提起されるから、この訴えの原告適格は広く解してお
いて、本訴を求めるかどうかにおいて議論すれば足りると考えるからであると思われ
る（V. Dagot, op. cit. n°300.）。しかしそうすると、この訴えが果して独自の意味を有
するといえるのかという疑問が多数説に対しても生ずるが、この点につき、後述（二）
参照。 





 (226) Dagot, op. cit. n°274. 
 (227) Civ.9. 11. 1971, DS. 1972. 302; Civ. 3. 6. 1975, DS. 1975, inf. rap. 186. V. 
Mazeaud, op. cit. n°826; Dagot, op. cit. n°303. 民法二二六二条が、すべての訴権は物
的たると人的たるとを問わず三〇年の時効にかかるとしていることに基づく。前掲の
判決が出るまでは、時効にかからないとする者（par. ex. Planiol-Ripert-Esmein, op. cit. 
n ° 345. ） と 三 〇 年 の 時 効 に か か る と す る 者 （ par. ex. 
Planiol-Ripert-Esmein-Radouant-Gabolde, op. cit. n°972.）との間で学説上争いがあ




ているからである（Juris-classeur civil, art. 1321, n°97; Dagot, op. cit. n°303.）。 
 (228) 前掲注(224)参照。 
 (229) 前掲注(225)参照。 
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 (230) Dagot, op. cit. n°278 et 287. 
 (231) １─３参照。たとえば、債権者の追及を免れるための「仮装」譲渡がこの場合とさ
れている。 
 (232) 前述（一）（イ）参照。 
 (233) 前掲注(224)参照。 
 (234) Dagot, op. cit. n°275.前述（一）（イ）参照。 
 (235) Juris-classeur civil, art. 1321, n°92; Dagot, op. cit. n°281 et s.; 









   また、債権者代位権とも、虚偽表示確認の訴えは債務者が行使を怠っている権限を
債権者が代わって行使するのではなく、訴えを提起する者の固有の権限を行使する場
合であるとして区別されている（Juris-classeur civil, art. 1321. n°92; Dagot, op. cit. 
n°280.）。 
 (236) 前述１─４一参照。 
 (237) 前述１─４二参照。 
 (238) 前述１─４三（ⅱ）参照。 
 (239) 前述１─４三（ⅲ）参照。 
 (240) これらに類似する事例として、仮装会社の設立の場合があり、これに関する判決例
も多い（par. ex. Civ. 11. 4. 1927, DP. 1929. I. 25; Req. 14. 4. 1930, S. 1930. I. 342; Req. 





（Req. 13. 3. 1899, S. 1900. I. 72.）。 
 (242) 前述１─４一の場合の①②③の判決参照。 
 (243) 前述１─４二の場合の④⑤の判決、三の場合の前掲注(122)の判決。その他 Req. 23. 
7. 1888, S. 1889. I. 243; Civ. 25. 2. 1895, D. 1895. I. 369; Req. 13. 3. 1899（前掲注
(241)参照）も同様である。 




 (245) 前述１─４二参照。 
 (246) 前述１─４二の前掲注(109)参照。 
 (247) 前掲注(243)の判決。ただし、当事者間の争いでも fraude が問題とされている事例
がある（Req. 25. 7. 1876, DP. 1878. I. 123; Req. 3. 12. 1878, DP. 1879. I. 271.前述１
─４二の前掲注(105)参照）。これらの場合には fraude は不正行為ともいうべき広い概
念として用いられていると思われる。 
 (248) 前述（一）（ホ）参照。 
 (249) Dagot, op. cit. n°306. 
 (250) Dagot, op. cit. n°281. 








































   判例は、一九三九年以前においては、秘密行為の主張者を優先させるもの（Req. 25. 
1. 1847, DP. 1847. I. 342; Alger 8. 7. 1896, motifs, S.1900. I. 72; Paris.3. 6. 1905 D, 
1908. II. 129.）と外形行為の主張者を優先させるもの（Civ. 2. 2. 1852, D. 1852. I. 49; 
Orléans 10. 2. 1876, D. 1877. II. 113; Limoges 14. 11. 1910, D. 1911. II. 393; Nimes 
16. 5. 1927, D. 1929. II. 68.）とに分かれていた。しかし一九三九年に、破毀院は一つ




を創る（Error communis facit jus）」の法理（避けることができない誤りに浸ってい
る場合にはその状態を真実の必要とする）の適用であることをほのめかした。その後
これに反対のようにみえる判決も出された（Civ. 10. 5. 1949, D. 1949. 277.─不動産を
売却しておきながら、その後虚偽の会社を設立しそちらへ不動産を譲渡したという事
案で、最初の買主と会社からの転得者とが争ったものである。判旨は、「何人も自己が
所有せる以上の権利を他人に譲与するを得ず（Nemo plus juris ad alium transferre 
potest quam ipse habet）」の法理を適用して最初の買主を優先させた。しかしこの判
決では虚偽の会社設立が fraude であることが考慮されたと解されている）が、破毀院
は再び外形行為を主張する者を優先させる判断を示し（Civ. 9. 5. 1955, D. 1955. 467; 
Civ. 3. 4. 1963, D. 1964.306.）、今日に至っている。 
   学説においても、多数説は外形行為を主張する者を優先させている（Dagot, op. cit. 
n°296; Juris-classeur civil, art. 1321, n°89; Weil-Terré, op. cit. n°578; Mazeaud, op. 
cit. n°824; Planiol-Ripert-Esmein, op. cit. n°339.─外観理論《 la théorie de 
l’apparence》の一適用であるとするが、Planiol-Ripert-Esmein は、一三二一条が外形
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を作出したことに対する民事罰《peine privée》であると解する立場から説明する。し




cit. n°40《pratique judiciaire》）。以上の議論につき、V. Juris-classeur civil, art. 1321, 
n°89 et s.; Dagot, op. cit. n°291 et s.; Carbonnier, op. cit. n°40《pratique judiciaire》. 
   多数説は、外観理論からこの問題を解決しようとしているが、それはこの問題をも
はや虚偽表示の問題ではないととらえている（Juris-classeur civil, art. 1321. n°89; 
Dagot, op. cit. n°296.）ことによるものであり、一三二一条および虚偽表示確認の訴え
の性質をこの観点から説明しようとするものではない。また、Carbonnier の見解もこ
の問題が虚偽表示の範ちゅうでは解決されないことをふまえた上でのものである














































































































































八頁以下（一八八六条とあるのは一三八六条の誤りと思われる。）Boissonade, Projet de 
code civil, nouvelle édition, t.4, art. 1386 et s. 
 (255) 稲本・前掲注(6)一五〇頁、柚木・前掲注(253)三七頁、四宮・前掲注(253)一〇三頁、
柳沢・前掲注(253)七四頁。 
 (256) １─３参照。 
 (257) ボアソナード・前掲注(254)二八九頁、二九〇頁。Boissonade, op. cit. n°163. 
 (258) ボアソナード・前掲注(254)二九二頁。Boissonade, op. cit. n°164. 
 (259) ボアソナード・前掲注(254)二九四頁。Boissonade, op. cit. n°165. 
 (260) ボアソナード・前掲注(254)二九五頁。Boissonade, op. cit. n°165. 
 (261) ボアソナード・前掲注(254)二九七頁。Boissonade, op. cit. n°166. 
 (262) ボアソナードは、当事者の一連の行為を当事者の「合意（convention）」としてと
らえているようである（ボアソナード・前掲注(254)二九三頁。Boissonade, op. cit. 
n°164.）。 
 (263) １─２まとめ、１─４まとめ参照。 
 (264) ボアソナード・前掲注(254)二九九頁。Boissonade, op. cit. n°166. 
 (265) 前掲注(50)参照。 
 (266) 修正案九二条は次のように規定されている。 
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と明言している。 
 (273) 前掲注(267)『民法主査会議事速記録』第六巻一〇三丁。 
 (274) 同・一一〇丁。 











































































































































 (280) 判例の整理については、１─２七参照。 
 (281) 四宮・前掲注(66)二八頁。 
 (282) 以上の点については、前掲注(79)でもふれた。 
 (283) １─２七（ⅰ）参照。 
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る必要はなく、当事者間の秘密の合意の効力を相手方にも及ぼせば足りるからである。 


















































   また、「自己のために、本人の名で」法律行為が行われた場合は、いわゆる名板貸の
場合であるが、（旧）商法二三条が設けられる以前は、表見代理規定の類推適用の問題
として処理されていた例がある。第三章第二節１参照。 



















 一 ドイツ民法における虚偽表示規定の構造 















































 二 ドイツ民法における第三者保護 



































 （２） ドイツ民法上の第三者保護 
 こうしてドイツ民法は、限定的に第三者を保護するという立場を採った。すなわち、善
意の第三者は、具体的には以下のような場合にのみ保護される(21)。 




 ② 不動産（八九二条以下） 
 不動産物権については、八九二条以下の公信力の規定によって登記簿の内容が真正なも
のとみなされ、第三取得者が保護される。 






















































































 三 他人による法律行為と虚偽表示 








































































































































 (6) Motive zu den Entwurfe eines Bürgerlichen Gesetzbuches, I, 1888, §96, S. 192. 
 (7) Protokolle der Kommission für die zweite Lesung des Entwurfs des Bürgerlichen 
Gesetzbuchs, 1897, §17, II, S. 97. 
 (8) Larenz-Wolf, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts, 8. Aufl., 1997. S. 657ff. 
 (9) 神戸大学外国法研究会・前掲注(5)一八八頁。 
 (10) Motive I. §96, S. 193. 
 (11) Protokolle, §17, II. S. 95ff. 
 (12) Larenz-Wolf, a. a. O., S. 662ff; Flume, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rcchts, 
Bd. 2, 4. Aufl., 1992, S. 404ff. 








 (15) Säcker-Kramer, Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Cesetzbuch. Bd. 1, 
1993. §117, Rdn. 16, S. 902. 
 (16) Enneccerus-Nipperdey, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts, I, 15. Aufl., 
1960, S. 1027. 
 (17) Dernburg, Pandekten, I, 7. Aufl., 1902, §100, S. 231; Josef Kohler, Studien der 
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Dernburg, a. a. O., §100 Anm. 6, S. 232.ヴィントシャイトは、問題点は指摘するが、
態度は明確にしていない。Windscheid, Lehrbuch des Pandektenrechts, Bd. 1, 9. Aufl., 






 (18) Motive I, §96, S. 193. 
 (19) Denkschrift zum Entwurf eines Bürgerlichen Gesetzbuchs, nebst drei Anlagen, 
1896, §96, S. 164; Zusammenstellung der gutachtlichen Aeußerungen zu dem 
Entwurf eines Bürgerlichen Gesetzbuchs, Bd.1, 1890, §96, S. 164.それによれば、
Hartmann, Hachenburg が善意の第三者保護規定を置くべきことを主張している。 
 (20) Protokolle §17, II, S. 95ff. 
 (21) Vgl, Enneccerus-Nipperdey, a. a. O., S. 1027; Staudinger-Coing, Kommentar 
zum Bürgerlichen Gesetzbuch, Bd. 1, 11. Aufl., 1957, §117, Rdn. 10, S. 612; 
Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn. 17, S. 902; Larenz-Wolf, a. a. O., S. 661; Flume, 
a. a. O., S. 410. 
 (22) 制定後まもない時期の主張として、ライプツィッヒの帝国裁判所判事であったキー
ルの論文がある。Kiehl, Schutz des Dritten gegen Scheingeschäfte, Beiträge zur 
Erläuterung des Deutschen Rechts 1919, §15, S. 558ff (560ff.). 
 (23) RGZ 90. 273 (279). 
 (24) Vgl., Larenz-Wolf, a. a. O., S. 662; Flume, a. a. O., S. 411; Säcker-Kramer, a. a. 
O., §117, Rdn. 17, S. 902. 
 (25) Vgl., Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn. 17, S. 902. 
 (26) Flume,a. a. O., S. 412. 
 (27) 鹿野・前掲注(4)五三頁参照。 
 (28) Larenz-Wolf, a. a. O., S. 662. 
 (29) Canaris, Die Vertrauenshaftung im Deutschen Privatrecht, 1971, S. 89f. 
 (30)  Canaris, a. a. O., S. 90ff. 
 (31)  Canaris, a. a. O., S. 94. 
 (32)  以上の議論については、Vgl. auch Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn, 18, S. 
903ff. 
 (33)  Flume, a. a. O., S. 405. 
 (34)  Larenz-Wolf, a. a. O., S. 660. 
 (35)  Larenz-Wolf, a. a. O., S. 660. 
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 (36)  Flume, a. a. O., S. 406. 
 (37)  Larenz-Wolf, a. a. O., S. 660. 
 (38)  Flume, a. a. O., S. 406. 
 (39)  Flume, a. a. O., S. 408. 
 (40)  RGRK, Das Bürgerliche Gesetzbuch Kommentar Bd. 1, 12. Aufl., 1982, §117, 
Rdn. 8, S. 176; Flume, a. a. O., S. 408. 
 (41)  RGRK, a. a. O., §117 Rdn. 8, S. 176; Flume, a. a. O., S. 408. 
 (42)  ただし、不正賃金契約に関しては、民事訴訟法八五〇条のｈにより、労働者に対す
る債権で第三者に対して差押えができる。また、税法上、第三者の所得は労働者の所
得となる。Flume, a. a. O., S. 408. 
 (43)  RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 8, S. 176. 
 (44)  Dernburg, a. a. O., §100, S. 232. 
 (45)  RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 9, S. 176; Larenz-Wolf, a. a. O., S. 660ff; Flume, a. a. 
O., S. 406. 
 (46)  RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 9, S. 177. 
 (47)  Flume, a. a. O., S. 407. 
 (48)  Flume, a. a. O., S. 407. 
 (49)  RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 9, S. 177; Larenz-Wolf, a. a. O., S. 661. 
 (50)  Staudinger-Dilcher, Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch, Bd. 1, 12. Aufl., 
1980, §117, Rdn. 31, S. 247; Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn. 12, S. 900; 
Soergel-Hefermehl, Bürgerlihes Gesetzbuch Bd 1, 12. Aufl., 1987, §117, Rdn. 11, S. 
707. 
 (51)  Vgl., Staudinger-Dilcher, a. a. O., §117, Rdn. 29, S. 247. 
 (52)  Flume, a. a. O., S. 407. 
 (53) Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn. 10, S. 899; RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 10, 
S. 177; Soergel-Hefermehl, a. a. O., §117, Rdn. 11, S. 707. 
 (54)  Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn. 12, S. 900. 
 (55)  RGRK, a. a. O., § 117, Rdn. 11, S. 178; Flume, a. a. O., S. 407; 
Staudinger-Dilcher, a. a. O., §117, Rdn. 31, S. 247; Enneccerus-Nipperdey, a. a. O., 
S. 1027, Anm. 20. 
 (56)  Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn. 12, S. 900; Larenz-Wolf, a. a. O., S. 660. 
 (57)  Säcker-Kramer, a. a. O., §117, Rdn. 13, S. 900; Soergel-Hefermehl, a. a. O., §
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 (58)  RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 10, S. 177. 
 (59)  Larenz-Wolf, a. a. O., S. 660. 
 (60)  Larenz-Wolf, a. a. O., S. 660; Flume, a. a. O., S. 407; Staudinger-Dilcher, a. a. O., 
§117, Rdn. 31, S. 247; RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 10, S. 177; Soergel-Hefermehl, 
§117, Rdn. 11, S. 707. 
 (61)  その他、わら人形による行為それ自体が虚偽である場合に虚偽表示となることは当
然である。RGRK, a. a. O., §117, Rdn. 10, S. 177. 
 (62)  Soergel-Hefermehl, a. a. O., §117, Rdn. 11, S. 707; Larenz-Wolf, a. a. O., S. 
660; Enneccerus-Nipperdey, a. a. O., S. 1027, Anm. 20. 
 (63)  Staudinger-Dilcher, a. a. O., §117, Rdn. 30. S. 247. 














































 二 規定の構造上の特殊性と第三者との関係 














 （２） フランス法 
 これに対してフランス民法では、虚偽表示において第三者が保護されるのは当然である。
すなわち、フランス民法一三二一条は、前述のように、反対証書が契約当事者間において






















































 三 他人による法律行為に対する民法九四条の適用可能性 






























































































 (68)  『法典調査会民法主査会議事速記録』（一九八八年、商事法務研究会）六三八頁以
下、『法典調査会民法総会議事速記録』（一九八八年、商事法務研究会）五〇五頁以下
参照。 
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 (69)  前述、２─２一参照。 
 (70) 前述、２─２二参照。 
 (71) 第一章第一節１─３参照。 
 (72) 第一章第一節１─３参照。 
 (73) 第一章第一節１─３参照。 
 (74) 第一章第一節１─５一参照。 
 (75) 第一章第一節１─５まとめ参照。 
 (76) 前述、２─２三（２）参照。 







































































































 (4) 川島武宜『所有権法の理論』（一九四九年、岩波書店）三一一頁以下。 
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 (5) 川島・前掲注(4)三一七頁以下。 
 (6) 広中俊雄『民法解釈方法に関する十二講』（一九九七年、有斐閣）四九頁。 
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井発言〕、梅謙次郎『民法要義（一）』〈復刻版〉（一九九二年、信山社）一八〇頁。 

























































































 (12) 鳩山・前掲注(3)八三頁以下。 
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有斐閣）一九五頁などがある。 
 (25) 四宮・前掲注(24)『民法総則』一七〇頁。 
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たものにすぎないとする。 
 (27) 米倉・前掲注(13)一一一四頁。 













 三 外形自己作出型に対する類推適用の定着と条文のアナロジーからの脱却 






















































































































































































 (39) 安永正昭「判批」民商六七巻四号六〇六頁。 
 








































































 (42) 藤原弘道「判批」民商六八巻五号八一六頁以下。 
 
























































































































































































































るものすらある（前掲［最 25］、［下 31］〔建物について外形他人作出型〕、［下 45］）。 
 しかし、とりわけ近年では、裁判例でも、結論的には類推適用を肯定するが（ただし［下






















































































 (51) 田尾桃二・最高裁判所判例解説民事篇昭和四八年度二事件一五頁。 




 (53) このことは、大判大正一〇年一一月二八日民録二七輯二〇四五頁以来、争いがない。 
 (54) 鎌田薫「判批」判評三三五号三五頁以下、武尾和彦「判批」法時五九巻七号九五頁。 
































































































 (58) 最判昭和四二年四月二〇日民集二一巻三号六九七頁など。 
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 (9) 星野英一「判批」法協八七巻五号六二〇頁。 
 (10) 幾代通「判批」判例評論一四八号一七頁、鈴木禄弥＝生熊長幸「判批」判タ二六〇
号九九頁など。 






























































 (28) 川井・前掲注(27)三〇〇頁。 
 (29) 川井・前掲注(27)三一三頁、三二〇頁。 
 (30) 半田・前掲注(1)二三〇頁。 
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 (38) 吉田・前掲注(3)四四頁。 
 (39) 米倉・前掲注(12)一八五頁以下。 
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 三 一一〇条との関係 























































































 一 外形自己作出型への類推適用 
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 三 民法一一〇条との重畳的類推適用 

























 （２） 外形与因型への類推適用 
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 二 戦前の議論 
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向を示していたからである。 















































































































































 (1)  法典調査会『民法議事速記録〔学術振興会版〕』（発行年不明）二〇巻六一丁裏（穂
積陳重発言）。民法四七八条の立法過程については、池田真朗「民法四七八条論序説」
慶院昭和四八年度一九頁参照。 
 (2)  梅謙次郎『民法要義巻之三債権編〈訂正増補〉』（一八九九年、和仏法律学校）二四
六頁。 
 (3) 岡松参太郎『註釈民法理由下巻債権編』（一八九七年、有斐閣）二五九頁。 
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 (4) 岡松・前掲注(3)二五九頁。 
 (5) 梅・前掲注(2)二四六頁。 
 (6) 岡松・前掲注(3)二六〇頁。 
 (7) 石坂音四郎『日本民法第三編債権第四巻』（一九一四年、有斐閣）一四二四頁。 
 (8) 石坂・前掲注(7)一四二三頁。 
 (9) 大判昭和二年六月二二日民集六巻四〇八頁。 
 (10) 末川博「判批」論叢一九巻二号一四六頁、杉之原舜一「判批」判例民事法昭和二年
度六二事件三〇〇頁。 
 (11) 杉之原・前掲注(10)三〇六頁。 
 (12) 杉之原舜一「表見的受領権者に対する弁済者の保護」法協四六巻八号一三五三頁、
九号一五七七頁。 
 (13) 大判昭和一〇年八月八日民集一四巻一五四一頁。 
 (14) 穗積重遠「判批」判例民事法昭和一〇年度九七事件三八六頁、末川博「判批」民商
三巻三号五〇三頁。 
 (15) 穂積・前掲注(14)三八九頁、末川・前掲注(14)五一〇頁。 
 (16) 岡村玄治「判批」新報四六巻三号一一二頁、同「債権の準占有者」志林四〇巻三号
一頁。 
 (17) 近藤英吉「判批」論叢三四巻二号三四六頁。 
 (18) 杉之原・前掲注(12)九号一五七九頁、末川・前掲注(14)五一〇頁。 
 (19) 穂積・前掲注(14)三八九頁、末弘厳太郎『債権総論』（一九三八年、日本評論社）
一六四頁。 








 (24) 末川博「判批」民商一九巻六号四四七頁。 
 (25) 三宅正男「判批」判例民事法昭和一六年度六〇事件二六二頁。 
 (26) 同旨、伊藤正己「判批」判例民事法昭和一八年度四七事件二〇二頁。 























 (34) 前掲注(10)。 
 (35) 前掲注(25)(26)。 
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 (47) 起草者自身は述べていない。 
 (48) 前掲注(1)九五丁裏（穂積陳重発言）。 
 (49) 梅・前掲注(2)二四九頁。 
 (50) 前掲注(1)九八丁表。 
 (51) 前掲注(1)一〇〇丁表。 
 (52) 前掲注(1)九八丁表以下（横田国臣、長谷川喬、穗積陳重発言）。 
 (53) 岡松・前掲注(3)二六二頁も真正なことを要するとしている。 












 (58) 田中和夫「判批」判例民事法昭和二年度二九事件一三四頁。 

















 (66)  浜上・前掲注(33)一九四頁、沢井・前掲注(33)一二〇頁、星野・前掲注(33)二四四
頁（真正に限るとするが、偽造につき債権者に過失のある場合は弁済者を保護してよ
い〔四七八条によってではない〕とするので、同旨と考えてよいように思われる）。 
   なお下森・前掲注(38)二二一頁は、四七八条を一九二条の延長線上の制度、四八〇条
を表見代理の延長線上の制度と位置づける。 










































 一 詐称代理人 
 （１） 四七八条と二〇五条の準占有を同一に理解する立場  この立場は、起草者の
考えでもあり、もっとも伝統的な考え方であるし、条文の用語上も整合的である。この立






























































































































































 (3) １注(30)。 
 (4) １注(11)(12)(16)(33)(38)。 
 (5) １注(28)。 
 (6) １注(29)。 
 (7) 沢井裕『注釈民法（１２）』（一九七〇年、有斐閣）八五頁。 
 (8) その他の見解として、１注(28)の内池説がある。 
 (9) １注(16)(32)。 
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 (19) 大判大正五年五月一五日民録二二輯九五三頁。 
 (20) 最判昭和三七年八月二一日前掲注(1)。 


















 (27) 大判昭和一六年六月一七日新聞四七一一号二三頁。 
 (28) 大判大正七年一二月七日民録二四輯二三一〇頁。 
 (29) 大判昭和一〇年八月八日民集一四巻一五四一頁。判例は、すでに前掲注(28)の判決
で、債権消滅の効果を絶対的なものと解していた。 
 (30) 末川博「判批」民商三巻三号五一一頁。 
 (31) 近藤英吉「判批」論叢三四巻二号三五一頁。 






 (34) 我妻・前掲注(33)二八一頁、星野・前掲注(33)二四三頁。 
 (35) １注(25)。 
 (36) １注(39)。 
 (37) 有泉亨「判批」民商一五巻一号七七頁、伊藤正己「判批」判例民事法昭和一八年度













 (41) １注(43)。 
 (42) 最判昭和四一年一〇月四日前掲注(1)。 
 (43) １注(44)。 
 (44) 高島平蔵「判批」判例評論一八〇号（判例時報七二四号）一三二頁。 
 (45) 吉原省三「預金者の認定と表見預金者と取引した銀行の保護」金法六九〇号二四頁。 


































 (50) １注(63)。 
 (51) １注(64)。 
 (52) １注(67)。 
 (53) １注(68)。 
 (54) 柚木・前掲注(33)二五五頁、於保・前掲注(2)三二五頁、我妻・前掲注(33)二八二頁。 
 (55) １注(65)。 
































































































































































略 語 表 
Ａ     出捐者 
Ｂ     銀行が預金者と考えた者 
Ｃ     銀行（その他の金融機関を含む） 
三     第三者 
架     架空名義 
無     無記名 
（ ）   預入同行者 
Ａ→Ｃ   Ａが銀行に対して支払請求（国税滞納処分も含む） 
相     相殺済の抗弁 
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払     支払済の抗弁 
拒     支払拒絶 
四七八○ 民法四七八条の類推適用を認めた 
四七八×       〃     認めなかった 
七一五○ 民法七一五条の適用を認めた 
七一五×       〃   認めなかった 
○   銀行勝訴 




番号 判決年月日 登載判例集 名義 預入 その後の事情 請求 抗弁 認定 銀行の
勝敗 
1 東京地 30・4・16  判時 57・13 架 Ａ ＢがＢ名義に変
更 
Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八× × 





払 Ｂ × 




 Ｂ 〇 
4 大阪高 34・1・30 下民集 10・1・201 無 Ｂ(Ａ)  Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
5 東京高 34・4・13 金法 206・8 Ｂ Ａ Ａが払戻し Ｂの債権者
→Ａ ( 詐害
行為取消) 
 Ｂ  
6 最 35・3・8 金法 244・4 無 Ｂ Ｂの印で預入 Ａ→Ｃ 相 差戻 × 
7 (東京高 30・10・28) 高民集 8・9・619 〃 〃 〃 〃 〃 Ｂ 〇 
8 (差戻審東京高 36・
11・14) 
金法 296・6 〃 〃 〃 〃 〃 Ａ四七八× × 
9 大阪地 35・8・16 金法 254・4 無 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ａ × 
10 福岡高 36・12・5 金法 296・4 Ａ Ｂ・三  Ａ→Ｃ 払 Ａ × 
11 東京高 37・3・7 金法 305・14 無 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
12 (東京地 34・1・31) 金法 203・5 〃 〃  〃 〃 Ｂ 〇 
13 東京高 37・5・31 金法 312・8 Ｂ Ａ  Ｂの転付債
権者→Ｃ 
拒 Ａ 〇 
14 大阪高 38・3・18 金法 353・8 Ａ Ａ・Ｂ 導入とみせかけ
た詐欺 
Ａ→Ｃ 払 Ａ × 
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15 (大阪地 35・9・6) 金法 255・4 〃 〃 〃 〃 〃 Ａ × 
16 東京地 38・10・22 金法 359・5 架 三  Ａ→Ｃ 相 Ａ × 
17 大阪高 40・8・9 金法 422・7 架 Ａ(Ｂ) 導入とみせかけ
た詐欺 
Ａ→Ｃ 払 Ａ四七八× × 
18 (大阪地 35・1・28) 金法 254・8 〃 〃 〃 〃 〃 Ａ四七八〇 〇 
19 大阪地 40・9・24 判時 444・84 Ｂ Ｂ Ｂが解約・当座へ
振替 
Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
20 最 40・10・22 金法 427・6 Ｂ Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ａ × 
21 (福岡高 38・2・27) 金法 344・4 〃 〃  〃 〃 Ａ × 
22 (佐賀地 32・4・23) 判時 129・32 〃 〃  〃 〃 Ｂ 〇 
23 最 40・12・10 金法 433・9 無 Ａ(Ｂ)  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
24 大阪高 42・3・16 金法 473・32 架 Ａ(Ｂ)  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
25 京都地 42・12・21 金法 499・31 Ａ Ｂ  三→Ｃ 拒 ＡまたはＢ 〇 
26 東京高 44・3・11 金法 544・28 Ｂ Ｂ  Ａ→Ｃ ( 確
認) 
 Ｂ 〇 
27 大阪地 44・3・20 金法 544・27 架 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａではない 〇 
28 東京地 44・10・23 金法 568・17 Ｂ Ａ Ｂの申出で振替 Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八〇 〇 




Ａ→Ｃ 払 Ａ四七八× × 
30 大阪高 45・5・28 金法 586・40 Ｂ Ｂ  Ａ→Ｃ 拒 Ｂ 〇 
31 大阪高 46・6・24 金法 622・29 架 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ａ × 
32 大阪高 46・6・29 金法 623・29 Ｂの内妻 Ａ・Ｂの
内妻 
 Ａ→Ｃ 相 ＢまたはＡの
内妻 
〇 
33 大阪高 46・8・17 金法 630・30 架 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
34 東京地 46・10・11 判時 658・54 Ａの内妻 Ａ(Ｂ)  Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八× × 
35 大阪高 46・11・18 判時 662・53 架 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
36 東京高 47・1・31 金判 317・7 Ｂ Ａ(Ｂ) 担保受領書がＡ
に交付された 
Ａ→Ｃ 拒 Ｂ 〇 
37 東京地 47・2・14 金法 651・28 架 Ａ(Ｂ)  Ａ→Ｃ 拒 認定できない 〇 
38 大阪高 47・2・28 金法 652・39 Ａ Ｂ  Ａ→Ｃ ( 確
認) 
 Ａ × 
39 東京地 47・6・26 金法 674・35 三 Ａ  三→Ｃ 拒 Ａ 〇 
40 大阪高 47・6・30 金法 658・31 無 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
41 大阪高 47・11・9 判時 692・27 無・架 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ(2 分の 1 の
限度で) 
× 
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42 (大阪地 46・3・11) 判時 641・98 〃 〃  〃 〃 Ａ × 
43 最 48・3・27 民集 27・2・376 無 Ａ ＢがＢ名義に変
更 
Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八〇 
差戻 
〇 
44 (東京高 41・5・4) 金法 444・7 〃 〃 〃 〃 〃 Ｂ 〇 
45 (東京地 38・1・31) 金法 335・5 〃 〃 〃 〃 〃 Ａ四七八× × 
46 宮崎地 48・5・28 金判 371・8 架 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
47 福岡高 49・2・28 金法 714・42 架 Ａ Ｂに証書再発行 Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八× × 
48 最 49・3・1 民集 28・2・135 Ａ Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
49 (大阪高 44・6・28) 金法 555・30 〃 〃  〃 〃 Ａ × 
50 (大阪地 43・9・25) 金法 523・34 〃 〃  〃 〃 Ａ × 
51 東京地 49・5・29 金法 731・31 Ｂ Ｂ  Ａ→Ｃ 拒 Ｂ 〇 
52 東京地 49・11・27 金法 759・29 架 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
53 大阪高 50・12・19 金法 779・32 無 Ａ・三 Ｂに証書再発行 Ａ→Ｃ 拒 Ａ四七八× × 
54 大阪高 51・6・23 判時 832・59 架 Ｂ 金銭はＢが着服、
預金はＢのを振
替えただけ 
Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
55 東京高 51・9・22 判時 839・74 Ｂ Ａ(Ｂ)  Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
56 大阪地 52・4・25 下民集 28･1--4･434 架 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
57 名古屋高 52・8・31 金法 874・30 架 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八× × 
58 最 53・2・28 金法 855・27 Ａ・架 Ｂ  Ａ→Ｃ ( 確
認) 
 Ａ × 
59 最 53・5・1 金法 861・33 架 Ｂ Ｂに証書再発行 Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八× × 
60 大阪高 54・4・27 金法 904・43 架 Ａ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
61 東京高 54・12・11 金法 932・34 無 三  Ａ→Ｃ 相 Ｂ七一五〇 × 
62 大阪高 55・4・7 金法 936・43 Ｂ Ａ(Ｂ) Ｂの申出で解約
相殺 
Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
63 最 57・3・30 金法 992・38 架 Ｂ 質権設定、しかし
証書返還 
Ａ→Ｃ 相 Ａ差戻 × 
64 (大阪高 54・8・15) 金法 917・37 〃 〃 〃 〃 〃 Ｂ 〇 
65 (差戻審大阪高 57・
11・24) 
金判 667・3 〃 〃 〃 〃 〃 Ａ × 
66 最 57・4・2 金法 995・67 Ｂ Ｂ(Ａ)  Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八〇 〇 
67 (大阪高 56・5・29) 金法 973・42 〃 〃  〃 〃 Ａ四七八〇 〇 
68 (大阪地 54・6・25) 金判 625・31 〃 〃  〃 〃 Ａ四七八〇 〇 
 


















































































































































































番号 判決年月日 登載判例集 名義 預入 その後の事情 請求 抗弁 認定 銀行の
勝敗 
69 東京地 27・6・12 下民集 3・6・807 無 Ｂ  Ａ→Ｃ 払 Ａ × 
70 最 32・12・19 民集 11・13・2278 無 Ｂ Ｂの手形不渡の
ため合意決済 
Ａ→Ｃ 相 Ａ × 
71 (東京高 29・5・1) 下民集 5・5・597 〃 〃 〃 〃 〃 Ａ × 
72 大阪地 35・4・28 金法 244・39 架 Ｂ  Ａ→Ｃ 払 Ａ × 





74 大阪地 35・9・14 金法 262・23 Ｂ 三  Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 




 Ｂ  
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76 東京地 37・9・28 金法 321・8 Ｂ Ｂ Ａの債権者に払
戻し 
Ｂ→Ｃ 払 Ａ 〇 
77 大阪高 38・7・18 金法 350・6 Ｂ Ｂ Ａに対する国税
滞納処分 
Ｂ→Ｃ 払 Ｂ四七八〇 〇 
78 大阪高 40・8・16 金法 421・8 無 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
79 (大阪地 38・4・26) 下民集 14・4・837 〃 〃  〃 〃 Ａ × 
80 大阪高 43・6・27 金法 519・28 Ａ・架 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
81 高松高 45・9・29 判タ 257・238 Ｂ Ｂ  Ａの債権者
→Ａ・Ｂ(確
認) 
 Ｂ  
82 東京高 45・10・7 金法 601・29 Ｂ・Ａ Ｂ Ａ名義預金がな
されたときに、Ｂ
名義預金払戻し 
Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
83 (東京地 39・11・21) 金法 396・6 〃 〃 〃 〃 〃 Ｂ 〇 
84 東京地 48・3・26 金法 690・42 三 Ｂ  Ａ→Ｃ ( 確
認) 
 Ａ × 
85 最 50・1・30 民集 29・1・1 Ｂ Ｂ 信用組合の職員
定期預金 
Ａ→Ｃ 払 Ａ七一五〇 
差戻 
× 
86 (東京高 47・12・25) 金判 351・7 〃 〃 〃 〃 〃 預金不成立 
七一五× 
〇 
87 (東京地 44・5・14) 金法 549・28 〃 〃 〃 〃 〃 預金不成立 
七一五〇 
× 
88 最 51・2・26 金法 784・33 Ａ・架 Ｂ  Ａ→Ｃ 相 Ａ × 
89 (大阪高 45・7・15) 金法 591・28 〃 〃  〃 〃 Ａ × 
90 最 52・8・9 民集 31・4・742 Ｂ Ｂ 信用組合の職員
定期預金 
Ａ→Ｃ 相 Ａ × 
91 神戸地 53・3・16 判タ 369・271 架 Ｂ  Ｂ→Ｃ 相 Ａ 〇 
92 東京地 55・7・7 判時 991・94 架 Ｂ ＢがＢ名義に変
更 
Ａ→Ｃ 相 Ｂ 〇 
93 大阪高 56・2・27 金法 960・40 三 Ｂ ＢがＢ名義に変
更 
Ａ→Ｃ 相 Ａ四七八× × 
94 東京地 56・3・25 判時 1016・79 無 Ｂ  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
95 大阪地 57・11・29 金判 664・29 Ａ Ｂ Ｂが一部をＢ名
義に変更、一部を
払戻し 
Ａ→Ｃ 相・払 Ａ四七八〇 〇 
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表三 




新聞 4230・7 Ｂ  Ｂ→Ｃ(確認)  Ａ 〇 









供託 Ａ  
99 東京地 39・12・12 金法 398・7 Ｂ  Ａ→Ｂ(確認)  Ａ  




101 東京地 45・8・28 金法 605・37 架 Ａに対する国税滞納処分 Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
102 東京地 45・12・21 金法 605・27 架 Ａに対する国税滞納処分 Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
103 福岡地 45・12・25 金法 608・26 架  Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
104 名古屋高 47・12・
23 
金法 697・24 Ｂ  Ｂの転付債権者
→Ｃ 
拒 Ａ 〇 





106 東京地 48・10・17 下民集 24・9-12・
752 
架 Ａに対する国税滞納処分 Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
107 東京地 53・3・2 判タ 369・248 Ｂ Ａの申出によりＡの債務
の担保とした 
Ｂ→Ｃ 拒 Ａ 〇 
108 東京地 56・10・27 判タ 473・190 Ｂ Ｂの債権者が差押え Ａ→Ｃ 拒 Ａ × 
109 浦和地 57・5・19 判タ 474・229 Ｂ  Ｃ→Ｂ (不当利
得) 







































番号 判決年月日 登載判例集 名義 預入 その後の事情 請求 抗弁 認定 銀行の
勝敗 
110 大昭 4・12・12 民集 8・932 Ｂ Ａの妻 ＢはＡの子 Ａの相続人
としてＢ→
Ｃ 
払 Ｂ 〇 
111 大昭 13・12・27 民集 17・2651 Ｂ Ａ ＢはＡの妻 Ｂからの譲
受人→Ｃ 
拒 Ｂ × 
112 大昭 16・12・12 法学 11・7・84 Ｂ Ａ ＢはＡの妻 Ｂ→Ｃ ( 確
認) 
 Ｂ  
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113 広島高 34・3・11 下民集 10・3・467 Ｂ Ｂ ＢはＡの子 
Ａに対する国税
滞納処分 
Ｂ→Ｃ 払 Ｂ四七八× × 
114 (山口地 32・1・30) 金法 136・2 〃 〃 〃 〃 〃 認定せず 
四七八〇 
〇 
115 仙台高 41・7・6 金法 453・10 架 Ａ ＢはＡの子 Ａ→Ｃ 拒 Ｂ 〇 
































































































































































































































































































































































































● 478 条の場合 
       Ａ           Ｃ 
   （債権者）           （債務者） 
           誤認 
                 弁済 
            Ｂ 
 
● 客観説プラス 478 条類推適用の場合 
       Ａ           Ｃ 
   （預金者）           （銀行） 
           誤認 
                 貸付 
            Ｂ 
 
● 59 年判決の場合 
       Ａ           Ｃ 
   （預金者）           （銀行） 
           誤認 
                 貸付 












































































































































 (2) 前掲、１─５。 











 (6) 沢井・前掲注(5)七七頁、新関・前掲注(5)八四頁、池田・前掲注(5)慶院一九頁参照。 




 (9) 四七八条をめぐる議論の展開過程については、第二章第二節１参照。 
 (10) 相殺時をとるものとして、名古屋高判昭和五二年八月三一日金法八七四号三〇頁











































 (19) 第二章第二節１─２。 
 (20) 椿寿夫「預金担保」同『民法研究Ⅱ』（一九八三年、第一法規）一八二頁がそのよ
うな可能性を示唆している。 
 (21) 椿・前掲注(16)五九頁参照。 














































     （昭和五六年（オ）第九四〇号、預金払戻請求事件―─上告棄却） 
     金法九九号六七頁 
② 最高裁昭和五九年三月三〇日第二小法廷判決 
     （昭和五八年（オ）第一三八五号、預金返還請求事件―─上告棄却） 
     金法一〇五八号四一頁 
③ 最高裁昭和六三年一〇月一三日第一小法廷判決 












 ①事件  Ｘは、Ａの信用を得るためにＡ名義で預金をしてくれれば謝礼を払うと持ち
かけられ、これに応じて四〇〇〇万円を出捐し、ＡらとともにＹ銀行に赴いた。そしてＸ
の立ち会いのもとでＡがＡ名義の定期預金の預入れと預金証書の保護預り手続をした。Ｘ













































































































































































































































































































































































































































































































































































































 (9) 最判平成八年四月二六日民集五〇巻五号一二六七頁。 










































































































































   ① 森田宏樹教授の見解との関係 












































   ② 岩原紳作教授の見解との関係 
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 (14) 前掲注(2)参照。 
 (15) 平出慶道「預金者の認定と預金の払戻し」鈴木禄弥＝竹内昭夫編『金融取引法大系
第二巻』（一九八三年、有斐閣）七七頁参照。 
 (16) 前掲注(3)参照。 
 (17) 前掲注(5)所掲の文献のほか、内田貴＝佐藤政達「預金者の認定に関する近時の最
高裁判決について（上）（下）」ＮＢＬ八〇八号一四頁、八〇九号一八頁参照。 



















 （１） Ａ・Ｂ間の合意に従ってＢがＡの名で行為した場合 
 出捐者かつ預金名義人であるＡとＢとの合意により、ＢがＡであると称してＣから払戻
しまたは預金担保貸付を受けた場合には、物権的に見て、ＢはＡから預金の処分権を付与












































































- 260 - 
 
する。 
 (22) 前掲注(6)、(7)参照。 
 (23) 民法四七八条に関する議論の展開過程については、第二章第一節１～３参照。 
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 (29) 前掲注(9)参照。 
 (30) 前掲注(9)の平成八年判決は、第三者異議の事件であった。 





















































 （２） 預金者認定型紛争 














 （３） 預金者なりすまし型紛争 
 ① 預金者と行為者との合意に従って預金が処理された場合 
 預金が行為者に帰属しないことは明らかであるが、預金の処分権が行為者に付与されて
いるので、それに従ってなされた行為は完全に有効であり、たとえ金融機関が行為者と預
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金者との相違につき悪意であっても、その法律効果は預金者に帰属する。 













 （４） 誤振込型紛争 





































 (37) 森田・前掲注(1)二八九頁以下参照。 









































































 〈事案〉出損者Ｘは、平成四年七月、亡夫の妹 Y1 の息子 Y2 の承諾を得て、Y3 銀行に
Y1 名義で期間一年の定期預金をした。Y3 はＸに通帳を交付し、以来、通帳と Y1 名義の印
章はＸが保管していた。平成五年七月、定期預金期日案内状が Y1 方に郵送されたところ、




















































































の支払請求権は、被保険者であるＸに帰属することになった。ところが Y1 および Y2（Y1
と前妻との間の子の妻）は、Ｘに無断で、Ｘ名義の委任状を作成した上、平成一七年一一
月二八日、郵便局員 Y3 に対し、保険金等の支払いを請求した。Y3 は、Y1 らの懇願により、
実際には確認していないのに、Ｘ名義の国民健康保険被保険者証により本人確認をしたも
のとして、虚偽の内容を記載した本人確認記録票等を作成し、支払手続を進め、平成一七







発生していないと主張したところ、保険金等の支払いを Y1 および Y2 にしたことは、Y3














等請求権を有しているとしても、Y1 及び Y2 が、Ｘに損害が発生したことを否認して本件
請求を争うことは、信義誠実の原則に反し許されないものというべきである（最高裁平成
一六年第四五八号同年一〇月二六日第三小法廷判決・裁判集民事二一五号四七三頁参照）。
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 〈事案〉X1（夫）と X2（妻）が郵便貯金を有していたところ、長男Ａが X1・X2 に無断
で通帳を持ち出し、あらかじめ作製しておいた印鑑を用いて払戻しを求めたが、郵便局係
員Ｂが改印届をしなければ払い戻せない旨を答えたところ、Ａは即日改印届を出して X1 名







































 〈事案〉Ｘは、Y1 の承諾を得て Y1 名義で Y2 信用金庫に普通預金をし、通帳と印鑑を
保有していたところ、Y1 は、通帳と印鑑を忘れたとして Y2 に対して払戻しを請求した。
Y2 は、Y1 自身の従前からの預金口座の通帳と印鑑で Y1 本人であることを確認して払戻し
をした。そこでＸは、Ｙらの行為は共同不法行為であるとして預金相当額の損害賠償を請
求した。 
 〈判旨〉Y2 のした払戻しは準占有者に対する弁済に当たらないのに、Y1 に払戻しをし
























































































































































































































































































































 (5) 浦野由紀子「判批」判例セレクト二〇〇四・二六頁。 
 (6) 山田誠一「判批」平成一六年度重要判例解説八七頁。 
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 (15) 加藤雅信『債権総論（新民法大系Ⅲ）』（二〇〇五年、有斐閣）三七九頁。 
 (16) 藤原正則「判批」私法判例リマークス三四号四一頁。 




















































































 ③ 権利外観理論構成  権利外観理論によりつつ、その帰責原理を危険主義（危険の
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する。 






























Flume, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts, Bd.2, 4.Aufl., 1992, § 49; 
Schramm, Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch. Bd.1, 
1,Halbband, 5.Aufl., 2006, §§167 bis 173; Medicus. Allgemeiner Teil des BGB, 10. 
Aufl., 2010, §57. 
 (6) なお、フランスの表見委任については、西山井依子「フランス法における一般的表










 (8) 臼井・前掲注(3)『表見代理』一三頁、同・前掲注(3)立命七二頁。 
 (9) 臼井・前掲注(3)『表見代理』四八頁、円谷・前掲注(4)三一七頁。 
 (10) 臼井・前掲注(3)『表見代理』五五頁以下。フルーメは一七一条、一七二条および
認容代理はすべて有権代理であると解する。Flume, a.a.O., §49, 2-3. 
 (11) 臼井・前掲注(3)『表見代理』六五頁。 
 (12) 同前八六頁以下。 
 (13) 同前八九頁。 
 (14) 川村・前掲注(3)五七巻六号二九頁。 
 (15) 円谷・前掲注(4)三一七頁。 
 (16) 臼井・前掲注(3)立命七二頁、円谷・前掲注(4)三一八頁。 
 (17) ライボルトの見解。円谷・前掲注(4)三一八頁。 
 (18) Schramm. a.a.O., §167, Rdnr.56. 
 (19) 円谷・前掲注(4)三一八頁。 
 (20) 臼井・前掲注(3)『表見代理』四九頁。 
 (21) 同前四七頁。 
 (22) 円谷・前掲注(4)三一八頁注(332)。 
 (23) Flume, a.a.O., §49. 4; Medicus, a.a.O., Rdnr,100. 
 (24) 円谷・前掲注(4)三一八頁。 
 (25) 臼井・前掲注(3)『表見代理』八九頁、円谷・前掲注(4)三一八頁。 
 (26) 臼井・前掲注(3)『表見代理』九二頁。 
 (27) 同前一三〇頁、臼井・前掲注(3)立命一〇四頁。 
 (28) 佐久間毅『民法の基礎１総則〔第三版〕』（二〇〇八年、有斐閣）五六頁。 
 (29) 佐久間・前掲注(2)九二頁参照。 
 (30) 高橋・前掲注(3)二四七頁以下。 
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う構成であろうとしている。伊藤・前掲注(2)六九三頁。本研究序章第二節１参照。 
 (32) 佐久間・前掲注(2)一〇二頁。 
 (33) 同前一〇三頁。 
 (34) 同前一二四頁。 
 (35) 同前一二四頁、一五二頁。 
 (36) 臼井・前掲注(3)立命一〇九頁以下、同「戦後ドイツの表見代理論」私法六八号一
五八頁以下（以下では、臼井・私法として引用する）。 
 (37) 安永・前掲注(31)六四頁。同旨、林脇・前掲注(3)二五頁。 
 (38) 佐久間・前掲注(2)一九七頁、二〇〇頁。 
 (39) 同前二〇二頁。 
 (40) 同前二二三頁。 
 (41) 同前二四八頁。 
 (42) 同前二四三頁。 
 (43) 臼井・前掲注(36)私法一五九頁。同・前掲注(3)立命一三五頁注一〇九参照。 
 (44) 司法研修所がこのような理解のようである。山本敬三『民法講義１総則〔第三版〕』
（二〇一一年、有斐閣）四二八頁参照。 
 (45) 川村・前掲注(3)五七巻六号一一頁参照。 
 (46) 我妻栄『新訂民法総則』（一九六五年、岩波書店）三六四頁、河上正二『民法総則
講義』（二〇〇七年、日本評論社）四八八頁参照。 
 (47) 佐久間・前掲注(2)二六四頁。 
 (48) 同前二七一頁。 





































 一 本人意思・帰責性の取扱いの変遷 













 （３） 取引安全と帰責性との調整の時期 
 その後一九六〇年代後半に入ると、我妻説の要件枠組みを基本的に維持しつつ、基本代



















 二 帰責性に対する基本的立場 

































































 一 基本代理権・基本権限の要否 


























 二 法定代理への適用可能性 
 （１） 従来の学説 


































 一 正当理由の意義 
 （１） 従来の学説 
 正当理由という要件は、民法の現代語化以降も本条の文言上そのまま残っており、本人
の意思ないし帰責性についてどのような立場に立とうとも本条適用の要件であることは否




































 二 調査確認義務の存否 
 （１） 従来の学説 











































































































 (3) 中島玉吉「表見代理論」京都法学会雑誌五巻二号一頁。 
 (4) 鳩山秀夫『法律行為乃至時効』（一九一一年、巌松堂）三二一頁以下。 










 (8) 安永・前掲注(2)参照。 
 (9) 佐久間毅『代理取引の保護法理』（二〇〇一年、有斐閣）二二二頁以下。 
 (10) 高橋三知雄『代理理論の研究』（一九七六年、有斐閣）二四七頁以下。 
 (11) 最判昭和四六年三月一六日判時六二六号四八頁（印鑑詐取の事例）、最判昭和四九
年一〇月二四日民集二八巻七号一五一二頁（支店長代理の事例）。 
 (12) 安永・前掲注(2)『講座』五三五頁・五三九頁、『林還暦』四七頁参照。 

































           Ｂのなした表示 
 
















































































































 (5) 谷口知平「無効と不成立」『新民法演習Ⅰ』（一九六七年、有斐閣）二二〇頁。 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































        Ｘ 
 
         代理権授与         例外 
                   原則 
        Ａ      Ａの名で契約      Ｙ 
 
２ 他人の物の売買 
        Ｘ 
 
         無権限 
                       
        Ａ      Ａの名で契約      Ｙ 
 
３ Ａの名で行為することを了解した場合 
        Ｘ 
                      
         了解             ？ 
                     ？ 
























































        Ｘ（預金者）           Ｙ（銀行） 
 
                誤信 
                    払戻し 
        Ｙ（窃取者） 
 
預金者の認定が問題になるケース 
        Ｘ（預金者）           Ｙ（銀行） 
                誤信 
                 
                    払戻し 











































沿革上 478 条の代表的なケース 
        Ｘ（債権者）           Ｙ（債務者） 
 
            誤信       弁済 
                  
        Ｙ（表見的債権者） 
 
 三 四七八条の当事者確定問題への接近 
 また、四七八条の今日の解釈の発展をみても、免責の問題と当事者の確定の問題との境
界線があいまいになってきている場面がみられる。 
 （１） 新たな行為への四七八条の接近 








        Ｘ（預金者）           Ｙ（銀行） 
 
                     弁済 
                  
        Ｙ（無権利者） 
 
無権利者への期限前解約・払戻し 
        Ｘ（預金者）           Ｙ（銀行） 
 
             解約 
                 払戻し 
        Ｙ（無権利者） 
 
無権利者への預金担保貸付・相殺 
        Ｘ（預金者）           Ｙ（銀行） 
 
             貸付 
                 相殺 























        Ｘ（預金者）           Ｙ（銀行） 
            代理権がある 
            と誤信      払戻し 
                  
        Ｙ（無権代理人） 
                【478条適用：有効な払戻しとする】 
 
イ 詐称代理人への預金担保貸付・相殺 
        Ｘ（預金者）           Ｙ（銀行） 
            代理権がある 
            と誤信      貸付・相殺 
                  
        Ｙ（無権代理人） 
                【478条類推適用：有効な貸付・相殺とする】 
 
ウ 詐称代理人との法律行為 
        Ｘ（本人）            Ｙ（相手方） 
            代理権がある 
            と誤信      契約 
                  
        Ｙ（無権代理人） 





















































































































































































































































































 一 四七八条側の最近の裁判例 







































































































































































































































































































 一 両制度の関係について 
 以上のような判例の傾向に対して、学説は、従来、両制度の関係をどのように理解して
きたのであろうか。 





























































































  善意 
無過失 
帰責性 












































































































 （１）本人を詐称した者が弁済を受けた場合  この場合に四七八条が適用されるのは


































































































 (4) 第二章第二節２─２参照。 

































 (16) 中舎寛樹「無権利者に対する便宜払いと金融機関の免責」金法一三三一号八頁参照。 
 (17) 西尾信一「判批」判タ七三一号四五頁。 
 (18) 半田吉信「自称代理人に対する預金担保貸付と民法四七八条の類推適用」金法一四
二八号一四頁。 











 (21) たとえば、幾代・前掲注(20)三〇八頁。 

























 (29) 椿・前掲注(28)二二頁。 
 (30) 安永正昭「民法における取引安全保護制度」法学教室一一二号五九頁、一一三号三
四頁、一一四号四二頁。 
 (31) 多田・前掲注(9)四一〇頁。 
 (32) 池田・前掲注(8)「民法四七八条の解釈・適用論の過去・現在・未来」三四九頁。 



















































































































































































































































































 ③ 意思外形非対応型における帰責性 
 判例は、ＡとＢが通謀して虚偽の外形（典型的には仮登記）を作出したが、その後、Ｂ
がこの虚偽の外形を超える外形（典型的には本登記）をさらに作出して、第三者Ｃにこの










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（民 109 条） 
無権代理行為に対する本人の関
与と代理制度に対する信頼保護





























































 (3) Motive zu dem Entwurfe eines Bürgerlichen Gezetzbuches, I 1888, §96,S, 192. 
 (4) 代表的な見解として、Dernburg, Pandekten, I, 7. Aufl., 1902, §100, S. 231;Kohler, 
Studien der Mentalreservation und Simulation, Jherings Jahrbuch Bd. 16, S. 91ff
（§3, S. 127ff.）; RGZ 20, 336, 340. 普通法当時、学説・判例の大勢であったことに
ついて、Enneccerus-Nipperdey, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts, I, 15. 
Aufl., 1960, S. 1027. また、オーストリア民法（ＡＢＧＢ）九一六条二項もまた、表示
を信頼して権利を取得した第三者には虚偽表示の抗弁を対抗できない旨を一般的に規
定している。 
 (5) Motive I, §96, S.193 ;Protokolle der Kommission für die zweite Lesung des 
Entwurfs des Bürgerlichen Gesetzbuchs,1897, § 17, II, S. 95ff., Vgl. Auch 
Säcker-Kramer, Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch, Bd. I, 1. 








 (8) Protokolle, §17, II, S. 97. 
 (9) Flume, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts, Bd. 2, 4. Aufl., 1992, S. 412. 鹿
野菜穂子「虚偽表示無効」法時六九巻二号五三頁参照。 
 (10) Canaris, Die Vertrauenshaftung im Deutschen Privatrecht, 1971, S. 89ff. Vgl. 










 (14) Larenz-Wolf, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts, Bd. 2, 4. Aufl,, 1992, 
S.404ff.. 
 (15) 第一章第二節２─５参照。 






























 (24) 椿寿夫『注釈民法（４）』（一九六七年、有斐閣）一三〇頁参照。 











 (28) 潮見佳男『債権総論〔第三版〕』（二〇〇七年、信山社）三二二頁など。 








 (32) 近藤英吉「判批」論叢三四巻二号三四六頁。 
 (33) 穂積重遠「判批」判例民事法昭和一〇年度三八八頁、末川博「判批」民商三巻三号
五〇三頁。 





























 (41) 第二章第二節２─２、第三節１─３参照。 
 (42) 第二章第二節２─３、第三節１─３参照。 









 (48) 幾代・前掲注(7)三七一頁、河上・前掲注(47)四七三頁参照。 







 (50) 第三章第一節２─２一、中舎・前掲注(17)三五二頁。 
 (51) 第三章第一節２─２一、中舎・前掲注(17)三五三頁。 
 (52) 司法研修所がこのような見解のようである。山本敬三『民法講義Ⅰ〔第三版〕』（二
〇一一年、有斐閣）四二八頁参照。 
 (53) 我妻・前掲注(44)三六四頁、河上、前掲注(47)四八八頁参照。 
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 (54) 我妻・前掲注(44)三六六頁。 
 (55) 椿・前掲注(24)一二二頁、幾代・前掲注(7)三七八頁、中舎・前掲注(17)三四七頁な
ど。 
 (56) 椿・前掲注(24)一六二頁、幾代・前掲注(7)三八九頁など。 
 (57) 安永・前掲注(45)五七頁以下、潮見佳男『民法総則講義』（二〇〇五年、有斐閣）
三九〇頁、内田貴『民法Ⅰ（第四版）』（二〇〇九年、東大出版会）一九〇頁など。 
 (58) 河上・前掲注(47)四八三頁。 
 (59) 椿・前掲注(24)一九二頁、幾代・前掲注(7)三九五頁など。 







































































































 三 授権からのアプローチ 
































































 (2) 於保・前掲注(1)二〇頁以下。 
 (3) 於保・前掲注(1)八頁。 
 (4) 於保・前掲注(1)九頁。 
 (5) 於保・前掲注(1)一一頁。 
 (6) 於保・前掲注(1)二四頁。 
 (7) 四宮和夫「財産管理制度としての信託について」於保不二雄先生還暦記念『民法学
の基礎的課題（中）』（一九七四年、有斐閣）二〇頁以下。 
 (8) 四宮・前掲注(7)二五頁以下。 
 (9) 四宮・前掲注(7)三三頁。 
 (10) 四宮・前掲注(7)三四頁。 
 (11) 新井誠『財産管理制度と民法・信託法』（一九九〇年、有斐閣）二四頁以下、同「財
産管理法学の課題」ジュリスト一〇〇〇号一四三頁、一四七頁。 
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 (12) 道垣内弘人『信託法理と私法体系』（一九九六年、有斐閣）二頁。 
 (13) 道垣内・前掲注(12)二二頁。 
 (14) 道垣内・前掲注(12)一六八頁。 


















































































 二 財産の帰属主体の名で行われた取引に対する調整 






















































































































































































































 （ｂ） 管理権限に違反した場合 
 上記のような構成は、財産管理人がその管理権限に違反した場合の法律関係において、

















































































































































 四 顕名が重要でない取引に対する調整 































































































































 (26) 第三章第二節１─３。 









 (31) たとえば、幾代・前掲注(23)三〇八頁。 



















 (39) 伊藤・前掲注(17)『授権・追完・表見代理論』四六頁以下。 
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 (40) 石田・前掲注(17)五五頁以下。 
 (41) このような細かい分類をされるにあたっては、一〇〇条自体についての石田助教授
独自の解釈が前提になっている。 
 (42) 三宅正男「判批」判例評論三七八号四四頁。 
 (43) 第三章第二節２─５。 




















 (48) 石田・前掲注(17)五三頁以下。 
 (49) 三宅・前掲注(42)四五頁以下。 
 (50) その過程については、数多くの論考があり、判例についてもそのひとつひとつをこ
こで挙げることはしない。第一章第二節１、２参照。 



































































 (64) 伊藤・前掲注(17)『授権・追完・表見代理論』四七頁以下。 
































































































































 （３） 行為者名義による行為 
































































 (3) 詳しくは、第四章第二節１─２三参照。 
 (4) ただし、民法四七八条や一九二条においては、金銭や動産の処分について認容がな
くても、処分権があるとの信頼が優先される。 
 
以上 
 
 
